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移住を実行しない理由 
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A3ワーケーションの受入環境の整備について 

 

図表 A3 ワーケーションの受入環境の整備の各過程における自治体の取組の例 

プロセス 項目 具体例 

①準備 推進体制の構築 ワーケーションを推進する母体を作る（地域の

利害関係者が入る母体が望ましい） 

地域のリソース（＝資源）確認 宿泊施設の有無、ワークスペースの有無、観光

資源の確認など 

地域事業者・住民への説明 地域としてのワーケーションの意義を理解し、

協力的な風土を構築する 

②施設・ハード面 宿泊施設内におけるハード面の整備 Wi-Fi などの通信環境整備、コワーキングスペ

ースなどのワークスペースの整備 

地域内の独立したコワーキングスペースの整備 サテライトオフィス、コワーキングスペース と

なりうるワークスペースの整備 

生活面における環境整備 スーパー、コインランドリーなど長期滞在向け

の環境の確認、二次交通の整備 

③人材面 地域コーディネーターの業務、採用・育成 地域コーディネーターを採用、育成するための

研修プログラムや採用方法の検討 

④プログラム面 休暇型ワーケーションにおける観光メニューの整備 着地型観光商品や滞在プログラムの開発、予約

申し込み、問合せ機能 

業務型ワーケーションにおける観光メニューの整備 合宿型（研修型に相当）であれば、研修プログ

ラムの開発、サポート 

⑤資金面 事業計画の策定、資金調達方法の検討 初期投資の費用に対して、行政等の助成金・補

助金、金融機関等の融資、地域ファンド等から

の投資など、ありとあらゆる調達方法を検討す

る 

⇒以上のプロセスを経た後、ワーケーションを推進する段階に到達したら積極的に情報を発信（ホームぺージ等） 

※なお、参考資料においてはワーケーションの分け方は本稿のものとは異なる点に注意（休暇型ワーケーションはリ

ゾート型に、業務型ワーケーションは研修型、サテライトオフィス型及びブレジャー型に相当） 

（参考）新たな旅のスタイル_地域版_0331 (mlit.go.jp) 

 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/workation-bleisure/img/wb_pamphlet_tourist-spot.pdf
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